
 

令和７年度予算編成方針 

 

令和７年度予算編成方針策定に当たって  

 

新型コロナウイルス感染症等への対応が落ち着きを見せる我が国経済は、  

円安を背景として株価が堅調に推移してきた中、本年８月には一転して為

替や株価の乱高下により経済情勢の先行きは不透明感が漂っている。また、

物価高騰においては引き続き住民の生活に影響していることから、組合の

構成市町においては、事情を踏まえた継続した対策が求められている。  

組合の構成市町においては、今後も社会情勢を十分に注視しつつ、特に

人口減少社会においては将来的な労働力不足を見据えた効率的・効果的な

デジタル行政への着実な対応に取り組むとともに、ＳＤＧｓ（持続可能な

開発目標）の考え方を踏まえた取組をさらに進めていく必要があると考え

ている。  

しかしながら、各構成市町は公共施設・都市基盤施設（インフラ）の老

朽化への対応、少子高齢化に伴う社会保障関係費の増加が避けられない状

況にあり、限りある財源の有効活用が求められ、厳しい財政状況であるこ

とから、組合においても、事務事業の必要性と実施方法などを十分に精査

し、経費の節減・合理化に努め、より一層徹底したコスト削減を図ること

が必要不可欠である。  

また、組合の事業の確実な実施に向けて、国県の補助事業について十分

に精査し国県の予算編成の動向等、情報収集に努めるとともに、他自治体

等の補助制度の活用事例などの情報収集を行い、補助制度を積極的に活用

することも重要である。  

このような状況を踏まえ、令和７年度の予算編成方針を定めたところで

ある。  
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１．日本経済の状況と国の経済財政運営  

 令和６年７月１９日開催の経済財政諮問会議に提出された内閣府年央試算

によると、我が国経済は、「このところ足踏みもみられるが、緩やかな回復

が続いている。」とし、今後についても、「３３年ぶりとなる高水準の賃上

げや好調な企業収益、また、定額減税を始めとする各種政策効果に支えられ、

円安等に伴う輸入物価の上昇の影響等には注意する必要があるものの、民間

需要主導の緩やかな回復が続くと見込まれる。」とされている。  

このような状況下において、「令和７年度予算の概算要求に当たっての基

本的な方針」（令和６年７月２９日閣議了解）では、昨年度に引き続き「歳

出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、

予算の中身を大胆に重点化する。」、「施策・制度の抜本的見直しや各経費

間の優先順位の厳しい選択を行うことにより真に必要なニーズにこたえるた

め精査を行う。」とし、概算要求に当たって厳しい姿勢が示されている。  

また、本年８月に入ってからの急激な為替や株価の乱高下による経済情勢

の先行きの不透明感を踏まえ、市場の動きに留意しつつ、上記の方針に基づ

いた国の予算編成は、地方財政に大きな影響を及ぼすことから、その動向に

も十分注視し適切に対応していく必要がある。  

一方、廃棄物処理施設整備計画（令和５年６月３０日閣議決定）では、廃

棄物処理施設整備に当たっては、持続可能な適正処理の確保を前提としつつ、

廃棄物処理システムが持つ様々な機能を活かし、地域産業の振興、地域のエ

ネルギーセンターや災害時の防災拠点としての活用、環境教育・環境学習の

場の提供など、地域に多面的な価値を創出する施設を整備していくことが重

要であるとしている。  



 

２．予算編成の基本方針  

組合を取り巻く環境は変化を続けており、新型コロナウイルス感染症等へ

の対応が落ち着き、社会経済活動は正常化しつつあるものの、為替や株価の

乱高下により経済情勢の先行きには不透明感が漂っており、いまだ落ち着き

が見られない物価高騰が引き続き地域住民の生活に影響を与え続けている。  

このような先行き不透明な経済情勢や頻発化・激甚化する災害への対策、

高齢化や労働力人口の減少に伴う財政負担の増加が構成市町において今後さ

らに加速化していくことが見込まれる中で、組合における新たなごみ広域処

理施設の建設に当たっても、今後の社会情勢及び景気動向の変化を注視する

とともに、限りある財源を最大限に活用することにより、効率性が高く、将

来に向け健全で持続可能な財政運営が可能となる施設の建設が求められてい

る。  

一方で、構成市町のごみ処理施設は、いずれも稼働から２０年以上が経過

しており、基幹改良工事を行うことにより長寿命化を図っているが、後継施

設の必要性は引き続き高い状況にあり、令和１５年度における新施設の稼働

が強く求められている。  

以上のような構成市町の状況を踏まえ、限られた財源の中で新施設の稼働

に向けて遅滞なく事業を実施していくためには、ワイズスペンディング（政

策効果が乏しい歳出を徹底して削減し、政策効果の高い歳出に転換すること）

を徹底することも重要となることから、具体の合理的根拠に裏打ちされた説

明責任をしっかり果たす必要があるとの観点を踏まえながら、以下のとおり

方針を定める。  

 



 

（１）将来を見据えた持続可能な施設の検討  

新施設の検討に当たっては、「限られた財源の効率的、効果的な活用」及

び「脱炭素化」といった現在の社会情勢に対応する観点に基づき、国県や先

進自治体から最新の情報を収集するように努めることに加え、環境負荷の軽

減を目指し、周辺の自然環境や生活環境に十分配慮することが必要となる。  

 

（２）新施設の建設計画のマネジメント  

先行事例の調査や関係機関との綿密な調整等を通じた関連事業の進捗状況

の把握などにより、新施設の建設や用地の取得に必要となる調査等を適切な

時期に、確実に実施できるように努めるとともに、情報の積極的な提供や施

設見学、意見聴取の機会などを通じて新施設に係る周辺住民の理解を深める

など、遅滞なく事業が進捗できるような環境を整備することが必要となる。  

 

（３）デジタル行政への着実な対応  

 限られた職員により、専門性が高く、経験の蓄積が困難な業務を短期間に

適切に行っていくためには、行政事務の効率化やコスト削減の効果、国や構

成市町の方針との整合性、活用のリスク解消等を具体的に明示したうえで、

デジタル技術の活用を推進していくことが必要である。  

 

 

 


